
業務継続体制上の課題

年２０１２年３月１日

日本銀行 決済機構局
業務継続企画課長 竜田博之長



はじめに

１．被災シナリオの十分性検証

２．業務継続計画の実効性確保

３ 関係者相互の連携３．関係者相互の連携



１．被災シナリオの十分性検証

（１）より甚大、より広域な被災、

（２）電力や道路等の社会インフラの
長期機能 全長期機能不全

（３）公共交通機関の長期途絶（３）公共交通機関の長期途絶

（４）被災地と被災地外（４）被災地と被災地外

（５）震災以外の脅威への対応

（６）結果事象からのアプローチ



（参考１）日本銀行の被災想定

日本銀行は、様々な想定脅威に対し主要拠点や役職員の機能の
毀損度に応じた被災想定を設定し、業務継続手段を整備している。

主要拠点

（図表１）想定脅威 （図表２）被災想定/業務継続手段
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（注１）×は、完全な機能不全の他、一部機能不全等、様々なケースを含む。
（注２）③には、東阪間通信途絶のケースを含む。
（注３）①～③には、業務継続要員が対応するケースを含む。
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（参考２）内閣府作成資料・抜粋①

内閣府・第4回防災対策推進検討会議資料からの抜粋



（参考２）内閣府作成資料・抜粋②

内閣府・第4回防災対策推進検討会議資料からの抜粋



（参考２）内閣府作成資料・抜粋③

内閣府・第4回防災対策推進検討会議資料からの抜粋



（参考２）内閣府作成資料・抜粋④

内閣府・第4回防災対策推進検討会議資料からの抜粋



（参考２）内閣府作成資料・抜粋⑤

内閣府・第4回防災対策推進検討会議資料からの抜粋



（参考２）内閣府作成資料・抜粋⑥

内閣府・第4回防災対策推進検討会議資料からの抜粋



（参考２）内閣府作成資料・抜粋⑦

内閣府・第4回防災対策推進検討会議資料からの抜粋



２．業務継続計画の実効性確保

（１）店舗やバックアップ拠点の立地（ ）店舗や ックアップ拠点の立地

（２）自家発電装置の長期稼働

（３）要員の参集可能性

（４）通信・安否確認手段

（５）的確 迅速な情報発信（５）的確・迅速な情報発信

（６）帰宅困難者対応（６）帰宅困難者対応



３．関係者相互の連携

（１）自助・共助・公助

（２）ストリートワイド訓練（２）ストリートワイド訓練



有難うございました


